
項目１

項目２ 貴推進組織において受審率の数値目標の設定状況はいかがか。

都県名 項目１ 項目２

新潟 認証基準や手続きの簡素化等について現在検討中。 他県の状況を注視している。

富山 対応予定なし。 他県の状況を注視している。

岐阜 対応予定なし。 他県の状況を注視している。

愛知 対応予定なし。 他県の状況を注視している。

静岡 認証基準や手続きの簡素化等について現在検討中。
静岡県総合計画のなかで2020年までに、サービス別で
はなく総数で550件の受審を目指すとしている。

山梨 対応予定なし。
H31末までの目標は、施設数で3.6%と独自に設定済み
だが、それ以降は現在未定。

東京 対応予定なし。 検討中。

埼玉 対応予定なし。 他県の状況を注視している。

群馬
県独自評価基準のため、他県認証機関であっても当県
の認証基準に合わせてもらう必要があり、簡易な認証
方法等は考えていない。

最終的には公表方法を含め運営委員会で決定する予定
だが、高齢・障がい・保育それぞれ10件/年、社会的
養護施設５件/年。

千葉 対応予定なし。 他県の状況をみているところ。

茨城 対応予定なし。
茨城県地域福祉支援計画において独自に設定済みだ
が、今般の通知に基づく受審率の数値目標設定につい
ては検討中。

神奈川対応予定なし。

H31.4から受審環境の調査（市町の監査要綱等で受審
を義務付けているか、費用補助があるか等）を行い、
その状況を踏まえて受審率を設定する予定。
時期はH31年度内を考えているが最速でも後半以降。

栃木 対応予定なし。
H32までは独自に設定済であり、H33以降は他県の状況
を考慮して設定予定としている。

他都県照会結果

他都県推進組織等で認証されている評価機関を自都県推進組織等で認証する際に、自都県推進組織での認証
基準等を一部適用しないなどの簡易な認証方法を採用又は検討しているか。
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